
 

  

 

PRESS RELEASE  

 

Modis、北海道東神楽町で地域おこし協⼒隊制度を活⽤した 
デジタル⼈財育成プログラムを新たに導⼊ 

 

【2022 年 11 ⽉ 10 ⽇】 

⼈財サービスのグローバルリーダーである Adecco Group のグループ会社でテクノロジーソリューション事業を展開する
Modis 株式会社（本社︓東京都港区、代表取締役社⻑︓川崎 健⼀郎、「以下、Modis」）は、北海道東神楽
町（町⻑︓⼭本 進）で地域おこし協⼒隊制度を活⽤したデジタル⼈財育成プログラムの導⼊を開始します。全国で
も同制度を活⽤しデジタル⼈財として育成し定住を⽬指すプログラムの導⼊は珍しく、地⽅におけるデジタル⼈財不⾜の
解決につながる取り組みとして推進していきます。 
 

「地域おこし協⼒隊」は、都市地域から⼈⼝減少や⾼齢化等の進⾏が著しい地域に移住して、地域ブランドや地場産
品の開発・販売・PR 等の地域おこし⽀援や、農林⽔産業への従事、住⺠⽀援などの「地域協⼒活動」を⾏いながら、
その地域への定住・定着を図る取り組みです。令和 3 年度で約 6,000 名の隊員が全国で活動していますが、令和 6
年度には 8,000 ⼈に増員する⽬標を掲げており、地域おこし協⼒隊等の強化を図っています。 

しかし、地域おこし協⼒隊等の採⽤にあたっては、⾃治体から期待されるスキルと本⼈のスキルや希望にミスマッチが⽣じ
ることや地域への参⼊が⼗分でないために企画した施策が円滑に進まない等、協⼒隊が地域で活躍するうえでは、様々
な課題があります。 

 
Modis は、全国の⾃治体や企業とともに社会課題解決に繋がる事業の創造を⾏う株式会社 IRODORI と業務提携
しており、東神楽町で実施するプログラムにおいて、両社で連携のもと東神楽町へ地域おこし協⼒隊として移住する⼈財
に対して、募集段階からサポートを⾏い、地域住⺠や職員とのワークショップやインターンシップを経て、着任後に DX 推
進スキルの教育研修を実施します。着任後も定期的にフォローアップを⾏い、より現地へスムーズな参画を⽀援すること
で、任期満了後も⼈財が定住・定着できるよう Modis がサポートします。 
  

2021 年 11 ⽉に、Modis と東神楽町は「DX を推進する⼈財育成・活⽤に向けた包括連携協定」を締結しており、
同町が⽬指す「多様な⼈材活⽤ネットワーク No.１のまち」の実現に向けて、DX（デジタルトランスフォーメーション）推
進の担い⼿となる⼈財の育成や ICT リテラシーの向上⽀援を推進しています。本プログラムの導⼊により、地域おこし協
⼒隊の定着に向けた⽀援を強化し、同町の持続可能な町づくりに貢献してまいります。 
 

Modis は、「⼈財の創造と輩出を通じて、⼈と社会の幸せと可能性の最⼤化を追求する。」という理念のもと、⼈財サー
ビスのグローバルリーダーとして、持続可能な社会の構築を⽬指し、地⽅における雇⽤の創出や地域の特性を活かしたサ
スティナブルな地⽅創⽣の実現と社会全体の発展に貢献してまいります。 
 



 

 

 

 
Modis 株式会社について 
Modis 株式会社は、⼈財サービスのグローバルリーダーである Adecco Group の⼀員で、約 8,400 名のエンジニアと
コンサルタントを擁する、国内トップクラス規模のテクノロジーソリューション事業者です。IT とエンジニアリングの専⾨知識を
結集し、Tech Consulting、Tech Solution、Tech Talent、Tech Academy の 4 つのサービスラインからなる独⾃
のエンドツーエンドソリューションを提供しています。テクノロジーと課題解決⼒を通じてスマートインダストリーの発展に貢献
し、個⼈と組織がともに躍動できる社会の実現を⽬指しています。 

【Modis ウェブサイト】 https://www.modis.co.jp 
【「バリューチェーン・イノベーター」について】 https://www.modis.co.jp/client/service/vi 
 

 
【本件に関するお問い合わせ先】  
Adecco Group Japan 広報部  
Tel. 050-2000-7024 


